
Crisis as catalyst:
トランスフォーメーションを推進する
プライベートカンパニーに関するグローバルな知見



調査について
2021年1月21日から3月9日にかけて市場調査会社OnResearchに依頼し実施した本調査では、世界の
中堅企業の幹部2,750名を対象に、現在の経済状況における競争力強化に向けた期待、経験、そして計画に
ついて質問しました。回答者は、年間売上が1,000万～10億米ドルの中堅市場の企業の幹部に限定しています。

回答を得られた企業の91%は非上場、9%は公設取引所で取引が行われている上場企業です。上場していな
いプライベートカンパニーのうち、プライベートエクイティが所有する企業43%、ファミリー企業23%、家族以
外の少数の株主が所有する企業17%、ベンチャーキャピタルによる支援を受けている企業6%、国営企業2%
という内訳になっています。

また、回答者の役職は、50%がオーナー、役員、CXO、残りの50%は副社長、部門長や事業部長、取締役です。
業界は多岐にわたり、消費財・工業製品、テクノロジー・メディア・コミュニケーション、金融サービス、エネ
ルギー・資源、ライフサイエンス・ヘルスケアが大部分を占めています。

本レポートでは数字を四捨五入しており、また、回答者が複数の回答を選択できる質問も含まれることから、
表内のパーセンテージの合計が100%にならない場合があります。

※本資料はDeloitte Development LLC.が作成し、デロイト トーマツ グループが翻訳したものです。和訳版と原文（英語）に差異が発
生した場合には、原文を優先します。原文は「Crisis as catalyst: Accelerating transformation」をご参照ください。

https://www2.deloitte.com/content/dam/insights/articles/7213_Deloitte-Private-Private-company-issues-and-opportunities/Deloitte_Private_Global_Perspectives_2021.pdf


コロナ禍でプライベートカンパニーの改革が加速 2

もっと速く、もっと前へ 4

今後も残るCOVID-19のリスク 8

回復への期待 10

従業員計画 14

デジタルトランスフォーメーション 17

目的と信頼を再考する 21

緊迫感を持ち続ける 23

注釈 24

お問い合わせ先 26

目次



2

コロナ禍でプライベートカンパニーの
改革が加速 

困難な状況からイノベーションは生まれる、こ
れこそが、人類が何世紀もかけて学んでき
た教訓です。世界中のじゃがいも生産に被

害を及ぼした害虫コロラドハムシとの長きにわたる
戦いを例にとってみましょう。人類の進歩をこれほど
駆り立てた害虫は他に類を見ません。1860年代の
アメリカ中西部、第一次世界大戦後のフランス、あ
るいはその後のヨーロッパやアジアへの拡大に至る
まで、農作物がコロラドハムシによる被害を受ける
たびに社会は振り出しに戻り、耐性を持ってどんど
ん強くなるコロラドハムシへの対抗策を生み出した
り、新しい栽培方法を実践したりしてきました。世界
中でじゃがいもの生産量が増加し続けたのは、人類
が持つレジリエンスと適応能力の証です。

しかし今、世界各国の企業は、それよりもはるかに
強い決断力と緊迫感を持って現代の災難である新型
コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミッ
クに立ち向かっています。

現代の歴史の中で人類の日々の生活にこれほどま
でに大きなインパクトを与えた危機は他にないので
はないでしょうか。そして世界中の企業のリーダーが、
この危機に対応し、そこから回復し、そしてポストコ
ロナの時代において成功を収めるために尽力するな
か、企業が組織としての進化の加速を余儀なくされ
た事態は歴史上初めての出来事です。

Deloitte Privateが世界で実施したプライベートカ
ンパニーに関する最新の調査から、企業幹部は今回
の危機を、地域を問わず、私たちの働き方や生活の
仕方に関わる事実上すべての側面における変化を
促進するカタリストとして活用したことが明らかにな
りました。調査に回答した企業幹部は、テクノロジー
に対するさらなる投資を行い、そしてテクノロジーを
実装することで、自社のデジタルトランスフォーメー
ション（DX）を推し進めてきました。着手した改革
が完遂に近づく一方で、まだ計画段階だった取り組
みが稼働し始めています。企業幹部は新たなパート
ナーシップやアライアンスを検討しながら、自社の供
給ネットワークを強化し、市場を拡大する新たな機
会を探求しました。そして、利益を超えた企業として
の目的を理解する努力をすると同時に、サステイナ
ビリティ（持続可能性）を高め、従業員、顧客、ある
いはその他の主要ステークホルダーからの信頼を強
化する新たな方法を模索しました。また、働き方や
働く場所に関しても新たな選択肢を受け入れるよう

になっています。言い換えると、世界の
動きが停滞するなか、変化のスピードは
加速しているのです。

しかし、スピードだけでは成功を生み出
すことはできません。プライベートカン
パニーの一部のリーダーにとってはパン
デミックがより強い推進要因になったこ
とが今回の調査で分かりました。常に

世界規模の困難を乗り越える努力の原動力となって
きたテーマを一つ挙げるとしたら、それはレジリエン
スの重要性です。プライベートカンパニーのリーダー
は、今回の危機だけでなく、次なる危機、あるいは
今日世界で事業を展開する上で切り離すことのでき
ない競争の脅威や混乱を、どのように対処していく
ことができるでしょうか。

常に世界規模の困難を乗り越える
努力の原動力となってきたテーマを
一つ挙げるとしたら、それは
レジリエンスの重要性です。

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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今年の調査に新たに追加された質問から、多くのプ
ライベートカンパニーは自社がレジリエンスを構築
する道中にあると考えていることが明らかになりま
した。そこから回答企業の見通しや計画を知ること
ができます。組織がよりレジリエントになればなるほ
ど、自社の未来に対する自信を高め、成長に向けた
投資を積極的に行う傾向があり、社会における自社
の目的や役割についてよりしっかりと検討するように
なるのです。

次ページ以降では、自社のレジリエンスが高いと考
える組織と、レジリエンスの構築にはすべきことがま
だ多く残されていると考える組織の違いに着目します
（「採点方法」を参照）。調査結果を示す各セクション
にて、「思考を促進する」助けとなるような質問を提
起します。また、コロナ禍で裏付けられたデロイトの
プロフェッショナルのインサイトや振り返りも共有し
ていきます。これらの中には、パンデミックによって
生じた混乱の観点からリスクを再検討したものもあ
れば、今後の不確実な状況を見据えて新たに検討し
たものもあります。また、プライベートカンパニーの
社会との関係性や社会に与えるインパクト、さらに
自社が事業を展開するコミュニティや社会全体との
より強固なつながりを生み出すために多くの企業が
いまだに直面している課題についても言及します。

これまで通り読者の皆さまが、本サマリーレポートか
ら多くのことを学び、多くのインスピレーションを得
られることを期待しています。デロイトは、当社の使
命である「Making an impact that matters」を
加速させるなか、この急速に変化する環境において
組織が競争に勝つための助けとなるインサイトを提
供し、またそのための新たな方法を発見することで、
成功への道を歩み続けます。

Nathalie Tessier 
Global Deloitte Private Leader

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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今年のグローバルの調査から得られた主な
結論の一つとして、地域に関わらず、プラ
イベートカンパニーは自社を変革する取り

組みを加速していることが挙げられます。どの事業
領域においても、調査対象の企業幹部は自社の計
画が進展したと述べています。DXを推進する、事業
目的を自社戦略に組み入れる、サステイナビリティ
などの優先順位の高い活動や今日のビジネス環境
において競争力や関連性を高めるための取り組み
に再度注力するなど、各社の計画が前進しているこ
とが分かりました。

プライベートカンパニーはこれまで、アジリティと長
期的な視点の両方において非常に有利な立場にあ
りました。そして、多くのプライベートカンパニーは
これらの特性を活用して危機に対処してきました。
多くの企業はすでに、様々な領域で起こっているトラ
ンスフォーメーションによる変化を受け入れており、
そのほとんどがパンデミックをきっかけに新しい取り
組みを一から立ち上げるのではなく、既存の取り組
みを加速させていることが今回の調査結果によって
示されています。

実際のところ、これまでの長期的かつ戦略的な
フォーカスや、「未来の仕事」、「未来の人材」、「未来
のモビリティ」などの「未来の」に関する検討がなけ
れば、プライベートカンパニーはコロナ禍からうまく
抜け出せる態勢にはなれなかったでしょう。プライ
ベートカンパニーのリーダーは、そういった企業特
有の意思疎通や透明性によってあらゆる階層の従業
員から信頼され、親近感を持たれている場合が多く、
そういう意思疎通や透明性がなければプライベート
カンパニーの成長もまた壁に突き当たることになっ
たでしょう。結局、困難な意思決定を行うために共
感や合理性に訴えかけることは、偽りのないもので
なければなりません。それは、多くのレジリエントな
リーダーが実践する「頭と心を使ってデザインする」
ためのカギでもあります1。

しかし、それ以外にはどのような特性がレジリエント
な組織の構築に役立つのでしょうか。そして、レジリ
エンスにあまり重きを置いていない組織とは考え方
や行動の仕方がどのように異なるのでしょうか。「レ
ジリエンスレポート2021」にて、当社は予期せぬ困
難に対処できる企業に見られる特性を見出しました。
それは、「準備」、「順応」、「協力」、「信頼」、「責任」
です2。

もっと速く、もっと前へ

多くの企業は、様々な領域で起こっている
トランスフォーメーションによる変化を
すでに受け入れており、そのほとんどが
パンデミックをきっかけに新しい取り組みを
一から立ち上げるのではなく、
既存の取り組みを加速させている。 

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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図1

COVID-19の影響
以下の内容にどの程度合意しますか？

合意する、強く合意する　　　合意しない、全く合意しない

コロナ禍において当社のDXは劇的に進展した。

当社の目的がより重要な役割を担うようになっている。

当社はサステイナビリティやCO2削減に今後も継続して注力するだろう。

コロナ禍により新たなパートナーシップやアライアンスを形成するようになった。

当社のサプライチェーンはコロナ禍を受けて再設計が必要である。

コロナ禍により当社に全く新しい機会がもたらされた。

コロナ禍により中長期的な収益増加に対する当社の見通しが改善した。

69%

69%

66%

61%

60%

58%

53%

9%

7%

9%

13%

15%

19%

18%

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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今年の調査の一歩先に進んだ試みとして、組織のレ
ジリエンスを構築する7つの要素を回答者に振り
返ってもらいました。

• 戦略：改革の工程や目標を定義する

• 成長：顧客中心、製品のイノベーション、収益増
加を推し進める

• 経営：経営を変革、刷新する

• テクノロジー：DXを推進する

• 労働力：仕事、労働力、職場を変革する

• 資本：運転資本、資本構造、事業ポートフォリオ
を最適化する

• 社会：環境・社会的リソースを管理する

調査結果から回答者は、次なる危機をうまく乗り切
る力を備えたよりレジリエントな組織を構築するに
あたり、これら要素はすべての根幹をなすものだと
いう共通認識を持っていることが分かります。レジリ
エントな組織にとって最も重要な要素の一部が成長
とテクノロジーであると企業幹部は考えています。し
かし同時に、自社の戦略と野心との整合性をとり、
人材に投資し、資本基盤を強化し、そして環境・社
会的リソースを管理する必要性があることも認識し
ています。

本調査から読み取れることは、回答者の大多数が、
これらの必要性に対処するための取り組みをすでに
始めているということです。7つの要素それぞれにお
ける各社のレジリエンスを構築する取り組みに関す
る進捗状況は、最低でも進行中、中にはすでに構築
済みとするケースもあります。私たちがレジリエンス
を示すこれらの要素の達成状況について各組織を採
点した際に興味深い違いが見られました（「採点方
法」を参照）。重要な所見は、レジリエンス構築に向
けた取り組みの進捗度が最も高い組織は、短期的
な見通しが良好で、長期的なポテンシャルに高い確
信を持っており、人員拡大や買収を行う可能性が高
く、社会や環境に与えるインパクトを重視していると
回答した点です。

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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戦略：トランスフォーメーションの工程や目標を定義する

成長：顧客中心、製品のイノベーション、市場拡大や収益増加を推し進める

オペレーション：オペレーションを変革、刷新する

テクノロジー：DXを推進する

仕事・労働力・職場：仕事、労働力、職場を変革する

資本：運転資本、資本構造、事業ポートフォリオを最適化する

社会：信頼、対応、ガバナンス、測定を通して環境・社会的リソースを管理する

図2

レジリエンスの構築
以下の領域における貴社のレジリエンス構築の進捗を教えてください

完了、展開済み　　　修正を経ながら展開中　　　実施予定

計画は開始したが、導入は未着手　　　計画なし

4%
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3%

3%

4%

6%

8%

26%

29%

27%

25%

28%

28%

29%

11%

10%

10%

9%

11%

11%

13%

21%

16%

17%

18%

19%

17%

14%

38%

43%

43%

45%

38%

38%

36%

レジリエンスの採点方法
2021年1月21日から3月9日にかけて、33カ国2,750社の幹部を対象に調査を実施しました。自社におけ
るレジリエンスの7要素の実施状況について、1（「計画なし」）から5（「展開済み」）の数値で評価するよう回
答者に依頼しました。すべての回答を集計すると1社のスコアの合計は7～35で、回答企業の27%が最も合
計スコアが高いグループ（29～36）に該当しました。また、合計スコア22～28が半数近く（49%）を占め、
最も低いグループ（7～21）が24%という結果になりました。

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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COVID-19のパンデミックは、世界のほぼす
べての業界のプライベートカンパニーに甚大
な被害をもたらしました。特にサプライチェー

ンについては、コロナ禍の影響をまともに受けてい
るため再設計が必要だと回答者の60%が述べてい
る通り、貿易ルートが一時的に断絶され、生産能力
が大幅に低下するなど、過去に例がないほど強いス
トレスにさらされました。当社が「新型コロナウイル
ス：組織とサプライチェーンの回復」（COVID-19: 
The recovery of organizations and supply 
chains）で予測したように、効率性だけでなくレジ
リエンスや冗長性を持たせる観点から、多くの企業
は自社により近いところに供給ネットワークを移行
しました 3。企業は今回の危機を生かして自社の相
互依存関係をより正確に把握し、予期せぬ変化をよ
り正確に予測・察知し、適切に対応できるよう、デ
ジタル供給ネットワークなどの領域に対する投資を
強化しています。

調査の回答者は、
コロナ禍がもたらした
広範な影響が
今後1年どころか
数年間続くと考えています。

今後も残るCOVID-19のリスク

パンデミックによってこれらの取り組みは加速したか
もしれません。しかし、最近起きたスエズ運河での
座礁事故が示すように、結果が現れるまでには時間
がかかると言えそうです。貨物船が座礁したことで
400隻近い船の運航が遅れ、1日あたり約100億ド
ル相当の国際貿易貨物が滞留しました。この事故に
よって改めて、多くの企業は正常に機能している世
界のサプライチェーンに依存していることを思い知ら
されました 4。

調査の回答者は、コロナ禍がもたらした広範な影響
が今後1年どころか数年間続くと考えています。また、
今後1年および3年の期間において、COVID-19に
関連したリスクを自社の懸念事項のトップに挙げま
した。この傾向はアジア太平洋地域において最も顕
著でした。全地域の回答者が、成長を促進するため
に今年求められている政府からの支援として最も必
要とされるのは、パンデミックの経済的影響を相殺
するための政府による資金提供だと答えています。

コロナ禍によってプライベートカンパニーが直面す
るリスクの数が増加しただけでなく、その性質もま
た変化し、中には測定・対処することがより困難に
なったリスクもあります。COVID-19による被害を
受けたサプライチェーンのインパクトを評価・定量
化することは比較的単純明快であるものの、顧客の
嗜好の変化といったリスクは測定・緩和するのが困
難であり、この点が企業の成功を大きく左右する可
能性があります。

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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COVID-19関連のリスクが最大の脅威であることに
変わりはないものの、企業のトップはそれ以外のリ
スクにも引き続き注意を払わなければなりません。
常にサイバー攻撃や市場の競争激化といった絶えず
変化し続ける課題の一歩先を行き、環境・社会・ガ
バナンス（ESG）に関する課題や気候変動が自社の
経営に与える影響も注視し続ける必要があります。
リスクの領域においてもレジリエンスのレベルによっ
て企業間で認識の差があることが分かりました。例
えばレジリエンスのスコアが非常に高い企業は低い
企業と比べ、サイバー攻撃、気候変動、中抜きによ
るリスクや、地政学的リスクをはるかに高く評価して
います。 

思考を促進する質問

• コロナ禍を受けて、貴社のリスクモデルや優先
事項は変化しましたか？

• どのような方法で貴社のサプライチェーンの冗長
性や柔軟性を高めることができると思いますか？

• 貴社は気候変動や環境・社会・ガバナンスの課
題が及ぼす影響をどの程度重視していますか？

• 顧客の嗜好の変化に貴社はこれまでどのように
対応してきましたか？そのような変化が長期的に
意味するものは何ですか？

• ITセキュリティやサイバー攻撃からの保護は、貴
社のテクノロジーに関するアジェンダのどこに位
置付けられていますか？

商品やサービスの需要にもたらされるCOVID-19による市場への影響

COVID-19による経営への影響：サプライチェーン、人事、IT、納品

今後起こり得るサイバー攻撃やITセキュリティ

市場での競争激化

原材料費やその他の投入コスト（エネルギーを含む）

図3

企業の成長に対するリスク
トップ5のリスク

今後12カ月　　　今後36カ月

34%

23%

33%

25%

24%

28%

23%

25%

26%

26%

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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回復への期待

経 経営状況がいまだに不確実であることは、
今後12カ月の収益増加を期待する企業
の割合が、わずかに減少したことに見受け

られます。例えば、回答者の11%が年内に収益増
加は見込めないと考えており、その割合は2年前の
5%から増加しました 5。

それにも関わらず、本調査では、回答者の大多数は
自社が危機から立ち直ると考え、そのうち3分の2
超が今後12カ月の間に自社が成功するという強い
自信を持っています。また、主要なビジネス指標の
多くは改善するとも予想しています。

ここで分かるのが、レジリエンスが高い組織は前向き
な企業でもあるということです。レジリエンスが最も
高い層の企業の4分の3が自社のビジネス指標は改
善するだろうと考える一方で、レジリエンスのスコア
が低い企業で同じように考えている企業は半数未満
でした。レジリエンスのスコアが高い組織は、自社の
長期的な成長のポテンシャルに関しても極めて前向
きな考えを持っています。レジリエンスのスコアが上
位層の企業のうち52%が今後3年間の自社の見通
しに極めて強い確信を抱いている一方、最下層の企
業で同様の回答をしたのは20%という対照的な結
果になりました。

生産性

収益

利益

設備投資

商品やサービスの価格

図4

主要指標における変化の予測
今後12カ月の間

増加、大幅に増加　　　減少、大幅に減少

61%

50%

59%

58%

52%

12%

9%

17%

19%

12%

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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生産性の向上を見込んでいる回答者

収益の増加を見込んでいる回答者

利益の増加を見込んでいる回答者

設備投資の増加を見込んでいる回答者

商品やサービスの価格の上昇を見込んでいる回答者

図5

指標のレベル
今後12カ月のレジリエンスに対する期待度の追跡

レジリエンスのスコアが高い企業の回答者　　　レジリエンスのスコアが中程度　　　レジリエンスのスコアが低い

78%

42%
60%

75%

43%
58%

75%

42%
56%

71%

34%
50%

63%

40%
48%

レジリエンスのスコアが高く、自社の成功に対して自信を抱いている企業の回答者

レジリエンスのスコアが中程度で、自社の成功に対して自信を抱いている企業の回答者

レジリエンスのスコアが低く、自社の成功に対して自信を抱いている企業の回答者

図6

自信の度合い
レジリエンスに対する自信の度合いの追跡

今後12カ月　　　今後36カ月

20%

8%

5%

52%

27%

15%

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見



12

図7

成長戦略
貴社の主な成長戦略は何ですか？

今後12カ月　　　今後36カ月

生産性向上

DX

新商品・サービスの開発

コスト構造の改善

既存の市場の拡大

ビジネスモデルのイノベーション

経営チームの強化

戦略的アライアンス、協同プロジェクト

新たな海外市場への進出

多様性に富みインクルーシブな労働力の活用

48%
48%

43%
42%

40%
43%

39%
42%

39%
39%

34%

30%

30%

28%

24%

31%

31%

32%

25%

34%

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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全般的に、企業の幹部が自社に関して最大の自信
を示したのが生産性を向上させる能力で、これは今
後1年間における成長戦略のトップに挙げられてい
るテーマです。一方、DXも全体では2番目に優先
順位の高い成長戦略ですが、レジリエンスが高い企
業の回答者からは最重要テーマに選ばれています。
これらの企業が自社の成長におけるDXの重要性を
どのように考えているかに関して、レジリエンスが高
い企業と低い企業との間には18%もの差があり、
本調査で最も大きな差が見られました。

主な成長戦略としては、回答者の大半がM&Aより
もオーガニックグロース（有機的成長）を重視してい
るものの、多くの企業は、自社が今後12カ月の間
に買収を計画する可能性が高い、あるいは非常に高
いと考えており、その割合は2019年の調査から
10%上昇しました。レジリエンスのスコアが高い企
業は低い企業と比べてよりM&Aに積極的な傾向が
見られます。主なモチベーションとしては、新たなグ
ローバル市場への進出、自社の顧客基盤の拡大な
いし多様化、あるいは資本調達の容易化などが挙げ
られます。

「M&Aと新型コロナウイルス：新しい時代を描写す
る 」（M&A and COVID-1 9: Charting new 
horizons）で言及しているように、企業がディフェ
ンシブな戦略とオフェンシブな戦略を組み合わせて
既存の市場を守り、自社の回復を加速させ、市場の
リーダーとしての地位を確立しようとするポストコロ
ナの時代において、M&Aは市場の勢力形成に極め
て大きな影響を及ぼすでしょう。サステイナビリティ
もまた、企業の目的と結びついて事業の成功を定義
する要素であることから、新たな時代における企業
買収の基盤となり得ます6。

M&Aに留まらず、コロナ禍でプライベートカンパ
ニーは新たなパートナーシップやアライアンスを形
成するようになっており、調査対象企業の61%、そ
してレジリエンスが高い企業の78%がそのように回
答しています。これらのエコシステムが拡大するにつ
れて、ファミリービジネスは特に、アライアンス構造
特有の自社のコントロールを失うという難しい状況
に直面するかもしれません。興味深いことに、この
点について世界のファミリービジネスを対象に行っ
たデロイトの調査で、知的財産権よりもオーナーシッ
プの保持の方が重要であると63%が回答している
ことが分かっています7。

思考を促進する質問

• 市場での競争や混乱は、貴社のビジネスモデル
にどのような影響を与えますか？

• 貴社の生産性を向上させるにあたり、テクノロ
ジーはどのような役割を果たしますか？

• 貴社の成長戦略でM&A（オフェンシブ、ディフェ
ンシブの両方）はどの程度考慮されていますか？

• アライアンスを構築しエコシステムを拡大する機
会はどこにありますか？

• 貴社の成長目標の実現を下支えする手段として、
どのような資本形態が利用できますか？

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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世界を取り巻く主な不確実性の一つに、企業
が顧客の嗜好やそれを実現する代替手段
を再検討するなか、労働市場がパンデミッ

クによる混乱からどれだけ早く立ち直るかが挙げら
れます。調査に回答した企業は今後1年間の採用計
画には注意を要すると述べており、従業員数の増加
を予測しているのは11%に過ぎず、8%が減少する
と予想しています。残りの81%は、現在の従業員数
の維持、業務委託ベースでの人材登用、あるいはよ
り限定的な形での雇用で見解が分かれました。興味
深いことに、レジリエンスのスコアが高い企業は、今
後1年間で新たに人材を採用する可能性が高いと
回答しています。

多くの企業は、来る需要の回復に備えて従業員の
ニーズを管理するだけでなく、業務の本質にもたら
された変化の中からコロナ禍の終息後も継続してい
くものを見極め、新たな現実に適合できるよう自社
を再設計していくことになるでしょう。回答者の71%
が、仕事・労働力・職場の変革が、自社のレジリエ
ンスの構築に重要、あるいは極めて重要であると回
答しました。

多様性が平均以上の組織は、
平均未満の組織よりも
イノベーションから生まれる
収益の割合が大きく、
このことが業績全体の強化に
つながっていることが
調査で明らかになっています。 

従業員計画

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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従業員数を減らす予定である。

現在の従業員数を維持する予定である。

業務委託やフリーランサーを活用して、必要に応じて従業員を補充する予定である。

特定のスキルセットに限定して採用を行う予定である。

全地域でフルタイムの従業員数を増やす予定である。

図8

採用計画
貴社の現在の採用計画を最も的確に描写しているのは次のうちどれですか？
回答は本社の所在地に基づいて分類されます。

全世界での回答　　　アメリカ大陸のみ　　　APACのみ　　　EMEAのみ

5%
8%

10%
7%

28%

25%

22%
19%

17%
20%

30%
34%

37%
33%

30%
31%

14%
11%

11%
10%

図9

レジリエンスと雇用
限定的に採用を行う、あるいはフルタイムの従業員数を増やす予定であると回答した回答者の割合

レジリエンスが高い企業の回答者

レジリエンスが中程度の企業の回答者

レジリエンスが低い企業の回答者

66%

58%

48%

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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回復から成功へと焦点が移行するにつれて、将来の
混乱を見据えた人間中心のアプローチをとることで
組織は何らかのメリットを享受できるかもしれません。
当社の「グローバルヒューマンキャピタルトレンド
2021」（2021 Global Human Capital Trends）
レポートでは、主要企業がどのようにしてウェルビー
イングを仕事に取り入れているかを明らかにしまし
た。その方法としては例えば、多様な従業員セグメ
ントのニーズを満たすこと、デジタルウェルネスを実
現し、デジタルを活用して生産性を高めること、そし
て従業員がどのような形で自社に貢献するかに関し
て彼ら自身が有意義な意思決定ができるよう、より
大きな裁量を与えることが挙げられます8。

プライベートカンパニーの中には、より少人数かつ
独立したチームによるアジャイルで実行力のある企
業を実現するため、組織を再設計したり、あるいは
従業員に関してフレキシブルな配置をしたりすること
で、上述した内容の基盤をすでに構築している企業
も見られます。そのような動きが、調査対象のプライ
ベートカンパニーがレジリエンスを構築する一助と
なっており、回答者の19%がすでに業務の本質から
改革する作業を終えたと答えたほか、38%は現在
改革に取り組んでいると回答しました。そのような取
り組みを行っている企業は結果的にレジリエンスの
スコアが高くなります。このことは、今後1年間で労
働力を強化する可能性が高いと答えた企業の割合
が、レジリエンスのスコアが最下層の組織が48%
だったのに対し、スコアが高い層の組織が66%だっ
たことからも分かります。

レジリエンスが非常に高い企業に顕著なもう一つの
領域は、自社が事業を展開しているコミュニティの
代表としての組織づくりに注力しているということで
す。多様性が平均以上の組織は、平均未満の組織よ
りもイノベーションから生まれる収益の割合が大き
く、このことが業績全体の強化につながっていること
が調査で明らかになっています9。多様性に富み、イ
ンクルーシブな労働力を活用することは、レジリエン
スのスコアが低い企業の成長戦略では重要度が最
も低いものの、スコアが高い企業では非常に優先順
位の高い戦略として位置付けられています。

思考を促進する質問

• 貴社の労働環境を変革する機会はどこにありま
すか？何を目標に労働の変革を行っていますか？

• 貴社の人材戦略は、リモートワークやハイブリッ
ドワークといった新しい現実をどのように反映し
ていますか？

• プロフェッショナルとしての人材育成、トレーニン
グ、メンターシップ、プロジェクト参加、ネットワー
キングに関して、ポストコロナの時代にどのよう
な機会を提供する予定ですか？

• 多様な人材を組織のリーダーとして登用するた
め、どのようなステップを踏んでいますか？

• 従業員のウェルビーイングをどのように優先付け
していますか？

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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デジタルトランスフォーメーション

今後1年間の成長戦略における優先順位で
2位、今後3年間では3位に位置付けられ
たデジタルトランスフォーメーション（DX）

は、今や大いに注目を集める領域です。当社の調査
から、テクノロジー投資がもたらすメリットについて、
企業の幹部が様々な期待を抱いていることが明らか
になりました。その中でもとりわけ、DXによるカス
タマーエンゲージメントの向上、売上高の増加、コ
ストを管理・最小化する能力の強化が期待されてい
ます。

特に注目すべき点は、多くの幹部がパンデミック以
前よりもDXに関する目標の実現に大幅に近づいて
いるということです。調査対象企業の7割近くが、自
社のDXがコロナ禍で大きく進展したと回答してい
ます。また、回答者の4分の1超がパンデミック以前
からDXを立ち上げており、半数以上がコロナ禍に
対処するためにDXを立ち上げた、あるいは現在進
行中であると答えました。DXに関するプロセスをパ
ンデミック以前から導入していた、あるいは現在進
行中であると回答した企業の割合は、レジリエンス
のスコアが高い層が80%、低い層が43%と、2倍
近い差が見られました。

調査対象企業の7割近くが、
自社のDXがコロナ禍で
大きく進展したと
回答しています。

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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はい、パンデミック以前から実施していました

はい、パンデミックに対応するために実施しました

現在進行中です

検討中で正式なプランはまだありません

現在検討していません

図10

デジタルトランスフォーメーション
貴社はDXをすでに実施しましたか、あるいはその最中ですか？

全世界での回答　　　アメリカ大陸のみ　　　APACのみ　　　EMEAのみ

27%
27%

27%
26%

36%
36%

36%
37%

27%
24%

23%
24%

8%
10%

11%
10%

2%
3%

3%
3%

COVID-19によってたった数週間のうちに顧客行動
は変化し、経済の大部分はオンラインに移行しまし
た。オンラインでのやりとりを人々は徐々に快適に
感じ、より積極的になっています。そう考えると、パ
ンデミックに直面して企業がこのように緊迫感を
持って対応したことは理になかった行動と言えます。

調査対象の組織は、速やかに行動しただけでなく、
テクノロジーに関してより幅広い領域に投資するよ
うになりました。情報セキュリティは今後12カ月の
テクノロジー支出で最大の領域になると見込まれ、
クラウドコンピューティングやデータ解析がそれに続
きます。回答者の大半はまた、自社がロボティクス、
自動運転車、ドローンなどの新興テクノロジーに投
資するだろうと予測しています。

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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図11

テクノロジーに対する投資
今後12カ月の間にテクノロジー投資を行う可能性が高いのはどの領域ですか？

情報セキュリティ（サイバーインテリジェンス）

クラウドコンピューティング、SaaS

データ解析、ビジネスインテリジェンス

カスタマーリレーションシップマネジメント（CRM）

AI

ビジネスプロセスの自動化

IoT

ブロックチェーン（分散型台帳技術）

ロボティクス

3Dプリンティング

自動運転車

ドローン

39%

38%

37%

34%

33%

32%

30%

20%

20%

15%

13%

11%

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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デロイトが発行した最新の「Tech Trends」レポー
トでは、これらの組織が自社のDXを重点的に行う
テクノロジー領域に対する投資を最大化する方法に
ついて論じています。例を挙げると、テクノロジーに
対応した戦略プラットフォームを活用して自社のプラ
ンニングプロセスを改善するという一つのトレンドが
あります。そうすることで、ビジネスリーダーはデー
タ解析を活用して、未来の多岐にわたるシナリオに
ついてより広範かつ正確に思考を巡らせることがで
きるのです。また、AIに関する記事では、機械学習
によって収集された膨大な量の情報をいかに識別し、
人間がよりスマートな意思決定を行うのに必要な
「十分に優れた」データをはじき出すことができるよ
うになったのか、その進化を明かしています10。

思考を促進する質問

• パンデミックはどのような形で貴社が抱えるテク
ノロジーケイパビリティのギャップを明らかにしま
したか？現在その課題に取り組んでいますか？

• イノベーションの文化を醸成し、テクノロジーを
活用して貴社を変革する機会を十分に見極める
ため、貴社ではどのようなことを行っています
か？

• 貴社でのDXの取り組みに関連したトレーニング
やスキル開発をより重点的に行うには、どのよう
な方法がありますか？

• とりわけテクノロジーのガバナンスに対処し、ま
た投資が貴社の戦略上の目標に沿ったものであ
り、それをサポートできるよう、どのようにして貴
社の体制を整備できるでしょうか？

• コロナ禍によってデジタルマイグレーションが加
速するなか、貴社は新たな形態のデータを保有
しているかもしれません。貴社に最大のメリット
がもたらされるよう、そのデータをどのように活
用していますか？

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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目的と信頼を再考する

パンデミックが発生する前から世界中の企業
は、単なる利益の確保を超えたビジネスの
成功をどのように生み出せるかについて共

に検討してきました。目的と信頼は、プライベートカ
ンパニーの文化に根付いたものであり、特にファミ
リーが経営する企業ではその傾向が顕著です。しか
し近年では、プライベートカンパニーは上記のよう
な検討事項をガバナンスという形で形式化するよう
になりました。Deloitte Privateが発行した「プライ
ベートカンパニーの課題と機会」（Private company 
issues and opportunities）のレポートでは、社
会的インパクトに関する目的がどのようにして自社
のミッションステートメントや5か年計画に組み入れ
られるかに注目しています11。

今回の調査では、前述したようなすでに幅広く普及
している取り組みが、昨年から新たな意味を持つよ
うになったことが明らかになりました。回答者の約
70%が、コロナ禍の直接の影響を受けて自社の目
的の重要性が高まったと述べており、この傾向は特
にアジア太平洋地域で顕著に見られました。この点
で最前線にいるのはレジリエンスが高い組織で、
84%もの幹部が、自社が今までより目的に注力する
ようになったと述べています。レジリエントが低い組
織の49%とは大きな差があります。2020年は、世
界中の多くの企業にとって、自社の従業員の健康や
安全を気にかける1年になりました。企業はこの懸
念について、今後3年にわたってハイリスクな要素
であり続けると評価しています。

図12

目的の重要性
目的が自社内でますます重要視されていると回答している回答者の割合

レジリエンスが高い企業の回答者

レジリエンスが中程度の企業の回答者

レジリエンスが低い企業の回答者

84%

70%

49%

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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基本的には、従業員の安全は組織の信頼に関わるこ
とから、企業はこれを事業の継続を超える課題とし
て認識しています。従業員は自分の安全が重視され
ていると、雇用主がこれからも彼らを正当に扱い、彼
らのニーズを第一に考えてくれると信じます。透明性
もまた重要です。US Best Managed Companies
に選出された組織による世界的なラウンドテーブル
（3月開催）で、参加企業の幹部は、とりわけ不確実
な時代において、自社の従業員との間で信頼を構築
するための大切な要素として、頻繁かつオープンな
コミュニケーションの重要性を強調しました。

もちろん、当社のFuture of Trustシリーズで論じ
ているように、信頼は静的なものではありませんが、
測定することは可能です。企業は様々な手段によっ
て、自社が多岐にわたるステークホルダーからどの
ように認識されているかを把握することができます。
手段には例えば、診断ツールを活用して信頼状況を
定量化することや、データ保護のためのより高度な
アプローチを活用してステークホルダーの信頼を構
築すること、あるいは企業の部門間の垣根を超えて

様々な領域で信頼を維持しようとすることなどがあ
ります。様々な領域というのは、例えば、カスタマー
エクスペリエンス、商品の品質、ダイバーシティ、公
正、インクルージョンプログラム、サイバーリスクな
どです12。

企業が世界にその足跡を残すためには信頼もまた
大きな課題です。調査結果によると、回答者の3分
の2が、COVID-19によって混乱が生じたにも関わ
らず、自社が引き続きサステイナビリティやCO2削
減を重視していることが明らかになりました。しかし
それでも、回答者の3分の1が環境・社会・ガバナ
ンス（ESG）に関する課題について今後1年間のリ
スクは低いと考え、14%はESGに関連するリスクを
考えることすらしなかったと回答していることから、
改善の余地はまだ大いに残されています。今回の調
査結果から、自社があまりレジリエントではないと
考えている回答者と、サステイナビリティやCO2削
減にあまり注力していない回答者との間には、直接
的な相関関係があることが分かります。

図13

サステイナビリティ
自社がサステイナビリティに注力し続けるだろうと回答した回答者の割合

レジリエンスが高い企業の回答者

レジリエンスが中程度の企業の回答者

レジリエンスが低い企業の回答者

83%

67%

45%

思考を促進する質問

• 自社の従業員との信頼関係を構築し、企業文化
をさらに強化するため、コロナ禍においてどのよ
うなアクションをとりましたか？全ステークホル
ダーとの信頼関係を深める機会は存在します
か？

• 貴社の目的は、市場における貴社の差別化要因、
または業員にとっての差別化要因になっていま
すか？

• 信頼の観点から、貴社は市場でどのように認識
されていますか？

• 従業員、顧客、そして社会全体からの信頼のレ
ベルをどのように測定しますか？

• ESGに関する検討事項は、貴社の戦略において
どのような役割を果たしますか？貴社の報酬体
系の中でESG関連の目標は促進されています
か？

Crisis as catalyst: トランスフォーメーションを推進する
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緊迫感を持ち続ける

2019年に発行したグローバルサーベイレポートにて当社は、プライベートカンパニーであることが今以上に
有利な時はないと述べました。当社は現在でもこれは正しいと考えています。アジリティ、目的、文化、長期的
な視点を維持する能力などの特性が、プライベートカンパニーがコロナ禍でも自社のトランスフォーメーション
を進展させる助けになってきたからです。

私たちは、リーダーがよりレジリエントな組織を構築するのに役立つ特性、あるいは企業がこれまでとは違った
考え方や行動をとることにつなげる特性について、より深く理解できるようになってきました。本プロセスを通し
て、多くのプライベートカンパニーが、危機的状況への順応やその後の成功に向けていかに優位な立場にいる
かが分かります。

また、いかにレジリエンスがプライベートカンパニーのリーダーの見通しに情報を与え、彼らが自信を持って
未来に目を向けるための力になれるかについても知ることができます。リーダーは、顧客の嗜好や従業員の期
待が変わりつつあることを、そして自社のアクションを通して社会に影響を与えられることを認識しています。
また、「状況がこんなに速く移り変わったことは過去にない。そして、今後これほどまでにゆっくりと変化するこ
ともないだろう」という言葉に納得するでしょう。したがって、プライベートカンパニーが次に行う投資が、その
会社にとって最も重要になるかもしれません。

今回私たちが経験したCOVID-19による事業活動の中断のような状況は今後発生しないかもしれません。し
かし加速とレジリエンスは、持久力とともに今後の重要なテーマとなるでしょう。加速とレジリエンスの両方を
受け入れ、組織全体に取り入れることができるか。それがプライベートカンパニーのリーダーが取り組まなけ
ればならない今後の課題です。

プライベートカンパニーに関するグローバルな知見
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